
平成22年 9月

（2012010年）
平
成
22
年
9
月

独
立
行
政
法
人　

国
際
協
力
機
構

独立行政法人独立行政法人

国際協力機構国際協力機構（JICA）（JICA）

産業開発部産業開発部

三井金属資源開発株式会社三井金属資源開発株式会社

カンボジア国カンボジア国

鉱業振興マスタープラン調査鉱業振興マスタープラン調査

ファイナルレポートファイナルレポート

カ
ン
ボ
ジ
ア
国　

鉱
業
振
興
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
調
査　

フ
ァ
イ
ナ
ル
レ
ポ
ー
ト

和文　本編　043792.7106.22.9.9/9.13　作業；藤川

古紙パルプ配合率70％再生紙を使用

産業産業

JR

10-093

No.



序 文 
 

 

日本国政府はカンボジア王国の要請に基づき、同国の鉱業振興マスタープラン調査を行

うことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

 

当機構は、平成 20 年 8 月から平成 22 年 7 月までの間に 8 回にわたり、三井金属資源開

発株式会社の丸谷雅治氏を団長とし、三井金属資源開発会社、RTT Mining、インターナシ

ョナル･コンサルティング･サービス、財団法人国際開発センター、および松永ジオサーベ

イ株式会社の団員から構成される調査団を現地に派遣しました。 

 

調査団はカンボジア政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を行い、帰国後の国内

作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本調査の推進に寄与するとともに、両国親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心から感謝を申し上

げます。 

 

 

 

 

平成 22 年 9 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部 部長 桑島京子 

 



独立行政法人国際協力機構 

産業開発部 部長 桑島 京子 殿 

 

伝 達 状 

 

カンボジア国鉱業振興マスタープラン調査を終了いたしましたので、ここに最終報告書

を提出いたします。 

 

本調査は、貴機構との契約に基づき当社が平成 20 年 8 月から平成 22 年 9 月までの 25

ヶ月にわたり実施してまいりました。本報告書はカンボジア王国の鉱業セクターが環境に

配慮して持続的に発展するための道筋を明らかにし、鉱業振興政策をマスタープランとし

てとりまとめたものです。 

 

本マスタープランは、鉱業セクターへの投資促進アクションプラン、鉱業行政の組織・

制度改革、人材育成アクションプラン、鉱山保安・鉱山環境に係るアクションプランを提

示しております。探査・開発の促進、鉱業の振興、国内外からの投資促進など、カンボジ

ア国全体の社会・経済発展の必要性に鑑み、同国政府が本マスタープランの実現を最優先

課題として取り上げられるよう希望するものであります。 

 

終わりに、貴機構、外務省、経済産業省各位のご支援、ご指導に心より感謝申し上げま

す。また、カンボジア王国政府、鉱工業エネルギー省を始めとする関係諸機関各位、並び

に在カンボジア国日本大使館、JICA カンボジア事務所から、私どもの調査実施に際し戴き

ましたご協力、ご支援に対しまして、厚く御礼申し上げます。 

 

 

 

 

 平成 22 年 9 月 

 カンボジア国 

鉱業振興マスタープラン調査団 

団 長   丸 谷 雅 治 
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第 1 章 調査の概要 

1.1 調査の背景 

カンボジア王国(以下カ国)においては、地質学的に鉱物資源が豊富であると期待されてい

る。鉱業は貴重な外貨収入源となりうる産業であり、その振興は国家の経済成長に貢献す

るとカ国政府、国際機関、ドナー国などで認識され始めている。 

しかし、カ国の政府機関における鉱業促進策や鉱物資源の管理については、脆弱な状況

にある。鉱工業エネルギー省(MIME)鉱物資源総局(GDMR)が、鉱業及び鉱物資源の管理を

担っているが、鉱物資源に関する情報は古く、十分に整備・更新されておらず、また、法

制度の枠組みや規則なども未整備である。更に、民間投資による鉱山開発に対する GDMR

の体制も鉱区管理、情報整備、環境管理などの面から見ても、十分に確立されておらず、

今後の重要な課題となっている。 

カ国の鉱業分野への民間資本による投資を今後促進するためには、GDMR が主体となり、

民間投資を円滑に受け入れる体制や制度が必要とされ、そのための人材を充実させ、更に

探査促進にとって重要な鉱物資源情報を整備する必要がある。また、鉱山開発を適切に進

める上では、鉱山監査や環境管理を含めた具体的且つ合理的な手法に基づく鉱山管理が必

要となる。 

 このような背景から、カ国政府は日本政府に対し、鉱物資源開発にかかるマスタープラ

ンを策定するための開発調査の実施を協力、要請した。これを受けて JICA は 2008 年 5 月

に MIME と本調査「カ国鉱業振興マスタープラン調査」に関わる S/W 文書に署名した。 

 

1.2 調査の目的 

 本調査は、カ国における鉱業振興のために、以下を目的とする。 

1) カ国の地質・鉱物資源に関する情報を整備し、その情報を国内外に広く公開する. 

2) 投資促進に係るアクションプランを作成する。 

3) その他の中長期的な課題である、組織・制度改革、人材育成、環境管理・鉱山監査に

係るアクションプランを作成する。 

4) 上述の 1), 2), 3)を通して、鉱物資源開発において主要な役割を担う GDMR の能力強

化を図る。 

 

1.3 調査対象地域 

本調査対象地域はカ国全土である。 

 

1.4 調査の方法・内容 

本調査を A. 鉱業投資促進・鉱物資源情報整備段階、B. 中長期的優先課題アクションプ

ラン策定段階に区分した。 

A.の段階では、鉱業分野の現状把握と分析を踏まえて、投資促進アクションプランを作

成し、中長期的な優先課題の抽出を行った。併せて、地質・鉱物資源情報の現状を把握し、

衛星画像(ASTER、PALSER)の解析を行い、鉱物資源ポテンシャル地域の予備的検討を経

て、現地踏査地を抽出し、グランドトゥルース・レベルの現地踏査を実施し、1/20 万及び
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1/100 万の地質図・鉱物資源図のドラフトを作成し、これらを編集して鉱物資源ポテンシャ

ルガイドブックのドラフトを作成した。更に、これらと並行して、GIS データベースとウ

ェブサイトの現状把握を行い、現状の GIS とウェブサイトを拡大し、最新のバージョンに

改良した新たな GIS データベースとウェブサイトの基本設計をし、それらを構築した。こ

れらの時点でカ国カウンターパート(C/P)に一連の技術移転を確実に行い、C/P の技術が向

上するように配慮した。A.の段階では、インセプションレポートとプログレスレポートの

ための 2 回のワークショップを現地で開催した。 

B.の段階では、A.で抽出された中長期的な優先課題のアクションプランを具体的に策定

した。アクションプランは時期や資金源を明示した実行可能な形に整理した後、カ国側の

合意を得てアクションプランを完成した。更に、鉱物資源有望地で地化学探査を行い、地

質的精査を 5 地点で行い、岩石サンプリングを行い鉱化作用、変質作用などについても考

察した。また地質図・鉱物資源図を完成させ、これらを踏まえて鉱物資源ポテンシャルガ

イドブックを完成させた。また、GIS データベースとウェブサイトについても、A.から構

築作業を継続し、各種のデータや調査結果を入力し、構築を完成させた。B.の段階では、

インテリムレポートとドラフトファイナルレポートの内容を説明するための 2 回のワーク

ショップを開催する共に、技術移転を確実にするために、技術移転セミナーを開催した。

更に外資をカ国に呼込む具体策として、日本でセミナーを開催しカ国の地質・鉱物資源情

報を日本企業に紹介する他に、国際セミナー(カナダ探鉱者開発者協会総会：PDAC)でカ国

の地質・鉱物資源図のポスターや鉱物資源ポテンシャルガイドブックを配布し、投資促進

資料を用意して、外資にカ国の鉱物資源の魅力をアピールした。 

本調査の主要内容は以下のとおりである。 

A. 鉱業投資促進・鉱物資源情報整備段階 

 カ国の鉱業分野の現状把握と既存の地質・鉱物資源情報のレビュー 

 投資促進アクションプランの作成 

 中長期的な優先課題の抽出 

 「鉱物資源ポテンシャル地域」を抽出して、グランドトゥルース・レベルの現地踏

査をし、1/20 万及び 1/100 万の地質図・鉱物資源図のドラフトの作成 

 岩石サンプルと地化学探査サンプルの分析結果からアノマリーの抽出 

 鉱物資源ポテンシャルガイドブックのドラフトの作成 

 現状の GIS データベースとウェブサイトの把握と評価 

 新規の GIS データベースとウェブサイトの基本設計 

 ワークショップの開催 

B. 中長期的課題アクションプラン策定段階 

 中長期的優先課題の実行可能なアクションプランの作成 

 鉱物資源有望地での地化学探査の実施 

 1/20 万及び 1/100 万の地質図・鉱物資源図の作成 

 鉱物資源ポテンシャルガイドブックの完成 

 GIS データベースとウェブサイトの構築 

 ワークショップの開催 

 技術移転セミナーの開催 
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 ウェブサイトでの鉱物資源情報の発信 

 日本及び国際セミナーの開催 

 

1.5 現地調査 

(1) 調査の実施 

 第 1 次現地調査は 2008 年 8 月 24 日～10 月 9 日(47 日間)、第 2 次現地調査は 2008

年 10 月 2 日～12 月 20 日(80 日間)、第 3 次現地調査は 2009 年 1 月 11 日～2 月 27

日(48 日間)、第 4 次(1)現地調査は 2009 年 5 月 17 日～6 月 23 日(38 日間)、第 4 次

(2)現地調査は 2009 年 8 月 3 日～8 月 28 日(26 日間)、第 5 次現地調査は 2009 年

10 月 20 日～12 月 3 日(45 日間)、第 6 次(1)現地調査は 2010 年 1 月 25 日～2 月 18

日(25 日間)、第 6 次(2)現地調査は 2010 年 3 月 5 日～3 月 12 日(8 日間)、第 7 次現

地調査は 2010 年 5 月 23 日～6 月 16 日(25 日間)、第 8 次現地調査は 2010 年 7 月

25 日～7 月 31 日(7 日間)で、当初の予定通りのスケジュールで実施した。 

 

(2) 調査団員 

調査団員の担当業務・現地調査期間は次の通りである(表 1.5.1)。 

表 1.5.1 調査団メンバー 

氏 名 担当分野 第1次現地調査 第2次現地調査 第3次現地調査 

丸谷 雅治 総括/鉱業振興政策 
2008.8.25 
～2008.8.31 

2008.11.25 
～2008.12.4 

－ 

リチャド・テリー・ 
トンプソン 

鉱業投資Ａ － － 
2009.1.11 
～2009.2.27 

熊谷 研一 
鉱業投資Ｂ/ 
鉱業開発計画 

2008.9.3 
～2008.10.5 

2008.10.19 
～2008.12.20 

2009.1.11 
～2009.2.10 

建部 直也 組織制度/人材育成 － 
2008.11.24 
～2008.12.20 

2009.1.13 
～2009.2.11 

新宮 和喜 環境管理/鉱山監査 
2008.8.24 
～2008.9.25 

2008.10.19 
～2008.11.14 

2009.1.22 
～2009.2.21 

石川 秀浩 
地質Ａ 
(衛星画像解析) 

－ 
2008.10.2 

～2008.11.30 
2009.1.11 
～2009.2.11 

原田 陽夫 
地質Ｂ 
(鉱物資源評価) 

2008.9.19 
～2008.10.9 

2008.11.10 
～2008.11.30 

2009.1.22 
～2009.2.11 

和田 一成 
GISデータベース/ 
Webデザイン 

2008.8.24 
～2008.9.22 

2008.11.8 
～2008.12.20 

2009.1.19 
～2009.2.27 

永住 香 調整員 
2008.8.24 
～2008.9.6 

2008.12.7 
～2008.12.20 

2009.1.11 
～2009.1.24 
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表 1.5.1 調査団メンバー (2) 

氏 名 担当分野 第4次(1)現地調査 第4次(2)現地調査 第5次現地調査 

丸谷 雅治 総括/鉱業振興政策 

2009.5.17 
～2009.5.22 
2009.6.8 

～2009.6.22 

－ 
2009.10.20 
～2009.12.2 

リチャド・テリー・ 
トンプソン 

鉱業投資Ａ 
2009.6.3 

～2009.6.19 
－ － 

熊谷 研一 
鉱業投資Ｂ/ 
鉱業開発計画 

2009.5.17 
～2009.6.10 

－ 
2009.10.20 
～2009.11.28 

建部 直也 組織制度/人材育成 
2009.5.17 
～2009.6.10 

－ 
2009.11.11 
～2009.11.27 

新宮 和喜 環境管理/鉱山監査 
2009.5.17 
～2009.6.7 

－ 
2009.10.24 
～2009.11.14 

石川 秀浩 
地質Ａ 
(衛星画像解析) 

2009.5.17 
～2009.6.23 

2009.8.3 
～2009.8.28 

2009.11.2 
～2009.12.3 

原田 陽夫 
地質Ｂ 
(鉱物資源評価) 

2009.5.17 
～2009.6.23 

2009.8.3 
～2009.8.28 

2009.11.2 
～2009.12.3 

和田 一成 
GISデータベース/ 
Webデザイン 

－ － 
2009.10.19 
～2009.11.12 

宿輪 隆太 調整員 
2009.5.17 
～2009.6.10 

－ － 

氏 名 担当分野 第6次現地調査 第7次現地調査 第8次現地調査 

丸谷 雅治 総括/鉱業振興政策 

2010.1.25 
～2010.2.13 
2010.3.5 

～2010.3.12 

2010.5.23 
～2010.6.16 

2010.7.25 
～2010.7.31 

熊谷 研一 
鉱業投資Ｂ/ 
鉱業開発計画 

2010.1.25 
～2010.2.13 

2010.5.23 
～2010.6.16 

2010.7.25 
～2010.7.31 

建部 直也 組織制度/人材育成 
2010.1.25 
～2010.2.13 

2010.5.23 
～2010.6.11 

2010.7.25 
～2010.7.31 

新宮 和喜 環境管理/鉱山監査 
2010.1.25 
～2010.2.13 

2010.5.23 
～2010.6.6 

2010.7.25 
～2010.7.31 

石川 秀浩 
地質Ａ 
(衛星画像解析) 

2010.1.30 
～2010.2.18 

2010.5.23 
～2010.6.6 

2010.7.25 
～2010.7.31 

原田 陽夫 
地質Ｂ 
(鉱物資源評価) 

2010.1.25 
～2010.2.13 
2010.3.5 

～2010.3.12 

2010.5.23 
～2010.6.6 

2010.7.25 
～2010.7.31 

和田 一成 
GISデータベース/ 
Webデザイン 

2010.1.25 
～2010.2.13 

2010.5.23 
～2010.6.6 

2010.7.25 
～2010.7.3 

宿輪 隆太 調整員 
2010.1.25 
～2010.2.13 

2010.5.23 
～2010.6.6 

2010.7.25 
～2010.7.31 
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(3) 協議の概要 

 調査団は第１次現地調査において、カンボジア開発評議会、環境省、公共事業運輸

省、GDMR、在カンボジア日本国大使館および JICA カンボジア事務所と面談し、

インセプションレポートの説明と調査内容の協議を行った。 

 調査団は第 4 次現地調査において、2009 年 5 月 19 日に MIME, GDMR とステア

リングコミティを開催し、プログレスレポートの内容協議と改訂を行い、カ国側の

合意を得た (Appendix I-1 参照)。 

 調査団長は MIME 大臣と 2009 年 6 月 15 日に面会し、本プロジェクトの進捗状況

とプログレスレポートの改訂を実施したことを報告すると共に、2010 年 3 月にカ

ナダ・トロントで開催されるカナダ探鉱者・開発者協会総会(PDAC: Prospectors & 

Developers Association of Canada)への参加(ブース出展)について協力を依頼した。 

その結果、GDMR から 2 名の幹部職員を PDAC に参加させる旨の 9 月 17 日付け

MIME 大臣レターを取得した(Appendix I-2)。その後、１名を交代する旨の 12 月

17 日付け MIME 大臣レターを入手した。 

 調査団は第 4 次現地調査において、在カンボジア日本国大使館 (6/18)、JICA カン

ボジア事務所(5/18, 6/18, 6/22)と面談し、調査打合わせおよび調査結果の報告を行

った。また、調査団長は UNDP の鉱業担当官と面談(6/10)し、活動情報を交換して

行くことを確認した。 

 調査団は第 6 次現地調査において、2010 年 1 月 28 日に MIME, GDMR と第２回

ステアリングコミティを開催し、MIME/GDMR からのコメント、インテリムレポ

ートの内容協議を行い、インテリムレポート改訂版を４月初旬までに提出すること

でカ国側の合意を得た(Appendix I-3)。 

 調査団は第 8 次現地調査において、2010 年 7 月 27 日に MIME, GDMR と第 3 回

ステアリングコミティを開催し、ドラフトファイナルレポートの内容協議を行い、

カ国側のコメントを反映させてファイナルを作成することでカ国側の合意を得た

(Appendix I-4)。 

(4) ワークショップ・セミナーの実施 

ワークショップ等は、カ国側に技術移転を図ることを目的として、下記の日程で実施さ

れた。 

 第 1 回ワークショップ (Appendix I-5) 

月 日：2008 年 8 月 23 日 

会 場：MIME 会議室 

 調査団団長および GIS データベース団員が、本調査の概要並びにデータベース

とウェブサイト構築の概要についてそれぞれ説明した。GDMR から 14 名、JICA

から 2 名および調査団 4 名の合計 20 名が参加した。 

 プログレスワークショップ (Appendix I-6) 

月 日：2009 年 5 月 20 日 

会 場：MIME 会議室 

 調査団団長が本調査の進捗状況の概要を、各団員が各専門分野の現況を、また

GDMR 局長がカンボジアの鉱業セクターの概要についてそれぞれ発表した。



 6

MIME 次官、次官補および JICA 次長を迎え、GDMR から 30 名、JICA から 3

名および調査団 10 名(通訳含む)の合計 43 名が参加した。 

 インテリム･ワークショップ (Appendix I-7) 

月 日：2010 年 6 月 4 日 

会 場：MIME 会議室 

 調査団団長が本調査全体のレビューを、各担当者が衛星画像解析結果、地質調

査・地化学探査結果、各種のアクションプランおよびウェブサイトについてそ

れぞれ発表した。 

 MIME/GDMR から、衛星画像解析と地化学探査を JICA で引き続き実施欲しい

旨の要望があり、またアクションプランについて多くの質問やコメントがあっ

た。MIME 次官を迎え、GDMR から 11 名、JICA から 3 名および調査団 11 名

(通訳含む)の合計 26 名が参加した。 

 ファイナル･セミナー (Appendix I-8) 

月 日：2010 年 7 月 29 日 

会 場：Sunway Hotel 会議室 

 ファイナルセミナーはカ国鉱業セクターの道筋を示し、確認を得ることである。

JICA カンボジア事務所次長挨拶、MIME 大臣挨拶で始まり、プレゼンテーシ

ョンは調査団全員によって行なわれた。JICA 本部、日本大使館、MIME/GDMR、

カ国関係 7 省、UNDP、および日本商工会議所から約 70 名が参加した。本セミ

ナーによって本マスタープランの理解が得られると共に、鉱業セクターの道筋

も確認された。 

 鉱物資源セクターの情報技術 (Appendix I-9) 

月 日：2008 年 9 月 16 日(第 1 部)、11 月 25 日(第 2 部) 

会 場：MIME 会議室 

 GIS データベース団員が、鉱物資源セクターの情報技術について講習した。第

１部は GIS の背景と応用について、第２部は GIS と GPS について講習した。

それぞれGDMRから９名と JICAオブザーバー1名の合計 10名、並びにGDMR

から 15 名が参加し、熱心な討議があった。 

 衛星画像解析セミナー (Appendix I-10) 

月 日：2008 年 10 月 13 日～15 日(第 1 回)、10 月 27 日(第 2 回) 

会 場：地質局局長室 

 衛星画像解析団員が、衛星画像の基本的な処理と画像解析ソフトを用いたトレ

ーニングを実施すると共に、衛星画像解析と判読について講義を行った。DoG

から 3 名が受講した。 

 鉱業投資促進セミナー (Appendix I-11) 

月 日：2008 年 11 月 5 日、12 月 12 日 

会 場：MIME 会議室 

 鉱業投資 B/鉱業開発計画担当団員が、インドネシアの鉱業契約制度の紹介と、

アルゼンチンの鉱業投資促進制度について講習した。それぞれ GDMR から 7

名、9 名の参加があった。インドネシアのセミナーでは、特別法による優遇制度
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の設定と鉱業契約期間中の維持および、鉱業契約における鉱業権の保証の重要

性の説明があった。また、アルゼンチンのセミナーでは、鉱業投資法で設定さ

れている多様な投資優遇税制や、国境付近に賦存する鉱床の開発に関しチリと

アルゼンチンとの間で制定された鉱業統合条約の紹介と利点について説明した。 

 日本の鉱業技術セミナー 

月 日：2009 年 2 月 19 日(1 回目)、6 月 4 日(2 回目)、11 月 10 日(3 回目)、2010

年 2 月 10 日(4 回目)、6 月 1 日(5 回目) 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山監査担当団員が、菱刈鉱山における各種探鉱作業と花岡鉱山の人

工天盤によるカットアンドフィル法(1 回目)、神岡鉱山の機械化採鉱法とコンピ

ュータ制御の選鉱法(2 回目)、豊羽鉱山のサブレベル採鉱法・高温岩体制御技術

とカラム・セルによる鉛・亜鉛浮選(3 回目)、鉱害源と廃水処理対策(4 回目)、

金回収の新しい技術｢CIP｣(5 回目)について各々DVD を使用して説明した。各回

とも GDMR から 16～25 名の出席者があった。 

 日本の鉱業事情セミナー 

月 日：2009 年 2 月 19 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山査察担当団員が、日本の鉱業歴史と現状について講演し、日本鉱

業の課題とコストカットの効果等について説明した。GDMR から 25 名の出席

者があった。 

 保安と環境のセミナー (Appendix I-12) 

月 日：2009 年 6 月 4 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山監査担当団員が、カ国の鉱山活動における保安・環境管理につい

てプレゼンし、日本の鉱山関連法を紹介した。GDMR から 24 名が参加した。 

 EITI セミナー (Appendix I-13) 

月 日：2009 年 6 月 11 日 

会 場：MIME 会議室 

 鉱業投資 A 担当団員が、カ国の鉱業セクターに透明性のある国際社会への導入

を試みることを目的にセミナーを実施した。MIME 次官、次官補以下 GDMR

から 10 名が参加した。セミナーでは、MIME のガバナンスには政策、戦略、

法律および規則の 4 つが重要であること、また、関係省庁や全てのステークホ

ルダーとの連携が重要なポイントであることを説明し、更に投資家と投資先の

役割、鉱業における投資先および投資家の利益、投資家のリスクについて説明

した。最後に、透明性の重要性として、次の項目を強調した。 

・ First come first served 

・ 全ての投資家を平等に取り扱う 

・ 政府と投資家の会計報告の公表 

・ 投資家との正直な取引 

 採鉱法セミナー (Appendix I-14) 
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月 日：2009 年 11 月 6 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山査察担当団員が、採鉱法について講演した。その中で、地表採掘

法、坑内採鉱法について説明し、地表採掘法では、ベンチカットの露天掘、ド

レッジ採鉱法、ソルーション採鉱法を説明し、坑内採鉱法では、ルームアンド

ピラー法、サブレベルストーピング法、カットアンドフィル法、下向きカット

アンドフィル法、ベンチストーピング法、サブレベルケービング法及びブロッ

クケービング法について図表を使って講演した。GDMRから 17名が出席した。 

 Website セミナー (Appendix I-15) 

月 日：2009 年 11 月 10 日 

会 場：MIME 会議室 

 GIS データベース団員が、開発中のウェブサイトについて現況と課題について

講演した。本ウェブサイトは主要サイト部とウェブ GIS からなるが、それぞれ

の内容や機能についてデモンストレーションが行われた。また、今後の新規投

資家に対する情報提供サービスを行う登録サービスサイトの設置について 3 種

類の提案がされ、GDMR 内部で検討することに決まった。GDMR から 12 名が

参加した。 

 行政改革アクションプラン・セミナー (Appendix I-16) 

月 日：2009 年 11 月 11 日 

会 場：MIME 会議室 

 鉱業投資 B/鉱業開発計画担当団員が、鉱業セクターの行政改革に関するアクシ

ョンプランの 10 の重要項目コンセプトについて説明した。各項目の取り組むべ

き時期(いつ)、担当部局(誰が)、予算(幾らで)等詳細については、第 5 次現地調

査中に、カ国側と項目別に別途討議していくことを確認した。MIME から 9 名

が参加した。 

 鉱山事故とそれらの対策(Appendix I-17) 

月 日：2009 年 11 月 12 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山査察担当団員が、鉱山保安について講演した。その中で、落盤災

害、斜面崩壊災害、発破災害、鉱山での交通災害、通気に起因した災害、ガス

爆発、墜落災害について、各々それらの対策も含めて図表を使って講演した。

GDMR から 16 名が出席した。 

 鉱害とそれらの対策(Appendix I-18) 

月 日：2010 年 2 月 10 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山査察担当団員が、鉱害とそれらの対策について講演した。その中

で、水質汚染、大気汚染、土壌汚染、粉塵、騒音と振動、地表劣化、地表沈下

および生態系への鉱害の影響にについて、各々それらの対策も含めて図表を使

って講演した。GDMR から 13 名が出席した。 

 民間企業における鉱山管理(Appendix I-19) 
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月 日：2010 年 6 月 1 日 

会 場：MIME 会議室 

 環境管理/鉱山査察担当団員が、民間企業の鉱山管理について講演した。その中

で、鉱山特徴を詳述すると共に予算管理による科学的管理法、生産管理、設備

管理、資材管理、品質管理ついて、図表を使って講演した。GDMR から 23 名

が出席した。 

 

1.6 鉱業投資促進 

カ国の鉱業分野への投資促進を図るため、鉱物資源ガイドブックを作成し、以下の国際

セミナーを実施、参加した。 

(1) 鉱物資源ポテンシャルガイドブック 

 GDMR と協働で草稿を作成、編集後、2010 年 2 月に 4000 部を発行した（Appendix 

I-20）。 

 東京で開催したカンボジア鉱業セミナーの参加者への配布、トロントの PDAC で

の配布資料、並びに今後の GDMR への訪問者(投資者)に配布、活用される。 

(2) 本邦でのカンボジア鉱業セミナー 

月 日： 2010 年 1 月 22 日 

会 場： JICA 本部 会議室 

 カンボジアの鉱業事情、鉱物資源ポテンシャルを日本企業にアッピールし、鉱業

投資促進に繋げるために、JICA 主催でセミナーを開催した(Appendix I-21)。 

 カンボジア政府からは GDMR２名が参加した。商社、銀行、鉱山会社、政府機関

等から 60 名強が出席した。 

 GDMR 副総局長、DoG 局長および調査団長がプレゼンテーションを行った。 

 ライセンス取得に関しての複数の質問があった。 

(3) PDAC 2010 

月 日： 2010 年 3 月 7 日～10 日 

会 場： Metro Toronto Convension Centre, カナダ 

 PDAC 2010 では、カンボジア展示ブースを設け、本調査結果の地質図と鉱物資源

図等を掲示し、カ国の鉱業事情、鉱物資源ポテンシャルを各国の鉱業関係者に紹

介し、カ国鉱業投資への促進を図った(Appendix I-22)。また、鉱物資源ポテンシ

ャルカイドブックを配布した。 

 GDMR２名および調査団２名の計 4 名が参加した。ブース訪問者への説明は、

GDMR２名が主体的に行い、調査団２名が補佐した。GDMR2 名は随時他のブー

スの見学も行った。 

 カンボジアブースには、鉱山会社、探鉱会社、投資会社、投資コンサルタント等

から約 200 名(口頭で質疑・応答した人のみ)が訪問した。これらの企業の国籍は、

カナダ、オーストラリア、アメリカ、中国、韓国、ベトナム、南ア、モンゴル、

日本などであった。 

 来訪者からの質問は、鉱業法が施行されているのか、鉱区取得手続き、現在の鉱

業活動状況、税制、既存データの有無および入手方法などであった。 
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 GDMR の 2 名は、PDAC の規模と活発さに驚くと共に、ブース来訪者への対応を

通じて、特に鉱物資源情報の整備・提供、鉱区取得手続きの簡素化、優遇税制整

備の重要性を認識したとの報告があった。 

 

1.7 カ国のタスクフォース・メンバー 

 MIME は JICA 調査団と協力して本調査を実施するため、GDMR に以下のタスクフォー

ス・メンバーを指命した。 

表 1.7.1 カ国のタスクフォース・メンバー 
 Name Position 
Chief of the Task Force Mr. Peng Navuth Deputy Director General, 

General Department of Mineral Resources 
Member Mr. Yos Mony Rath Director, Department of Mineral Resources 
Member Mr. Sieng Sotham Director, Department of Geology 
Member Mr. Sim Sisokhaly Director, Department of Mineral Resources Development 
Permanent Member Mr. Chrea Vichett Deputy Director, Department of Mineral Resources 

Development – In charge of Mining Law/ Policy 
Member Mr. Eam Seak Bo Chief of Laboratory Office, Department of Geology 

 – In charge of Geology 
Member Mr. Sok Sophorn Official of Mapping Office, 

Department of Mineral Resources – In charge of Geology 
Member Mr. Kong Makara/ 

Mr. Ou Chak 
Chief, Mineral Resources Development Office/ 
Deputy-Chief of Data Management Office, Department of 
Mineral Resources Development – In charge of GIS 

Member Mr. Sok Sokha Official of the Department of Mineral Resources 
 – In charge of GIS 
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